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　　○耐震性貯水槽整備工事変更請負契約の専決処分の報告について 

 

　令和７年１０月２８日に町議会の議決を経て締結した耐震性貯水槽整備工事請負契約を

変更することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定

により令和８年７月３０日に専決処分をしたので、町議会に報告するものです。 

 

 

１　契約の目的　　耐震性貯水槽整備工事 

 

２　工事の場所　　大子町大字大子地内 

 

３　工 事 概 要　　災害に備え、防災対応型観光交流施設敷地内に耐震性貯水槽（６０ｔ） 

を整備するもの。 

 

４　変更の内容　　請負金額の変更 

　　　　　　　　　変更前　７５，５７０，０００円 

　　　　　　　　　変更後　７３，８５４，０００円（１，７１６，０００円減） 

 

５　契約締結日　　令和８年７月３０日 

 

６　財源の内訳　　国庫支出金　７１，８６２，６１５円 

　　（予定額）　　　　　　　　　※国庫補助金：都市構造再編集中支援事業費補助金 

　　　　　　　　　県支出金　　　１，９９１，３８５円 

　　　　　　　　　　　　　　　　※県負担金：耐震性貯水槽整備事業負担金 

 

７　契約の対手方　　久慈郡大子町大字矢田９１０－１ 

　　　　　　　　　株式会社　大子造園土木 

　　　　　　　　　代表取締役　益子　千枝 

 

８　変更の理由　　現地精査の結果、施設の景観性を考慮し施設案内看板等の設置を見直

したことにより貯水槽付属設備設置工の経費を変更するもの。
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○令和７年度大子町一般会計継続費の精算報告について 

 

令和７年度大子町一般会計において、継続費の精算をしたので報告するものです。 

 

（　事　業　名　）　　　　　　　　　　　　　　　　　（　精　算　額　） 

１　観光交流施設敷地造成工事　　　　　　全体計画　　　　６０，０００，０００円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　　績　　　　５４，２６４，４２０円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　比　　較　　　　　５，７３５，５８０円 

 

２　都市計画マスタープラン見直し業務　　全体計画　　　　　８，１０７，０００円 

　　　      　　　　実　　績　　　　　８，０９６，０００円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　比　　較　　　　　　　　１１，０００円 

 

３　中心市街地排水処理施設整備事業      全体計画　　  ３３４，６００，０００円 

　　　実　　績　　  ３２５，１８２，０００円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　比　　較　　　　　９，４１８，０００円 
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　　○大子町カスタマーハラスメント防止条例 

 

【制定の理由】 

　　労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法

律等（令和７年法律第６３号）の一部改正により、カスタマーハラスメントの対策が令

和８年１０月１日から義務化されることにあわせ、顧客等の権利の保護に配慮しつつ、

就業者の安全及び心身の健康並びに事業者の安定した事業活動の確保を図り、持続可能

な社会の実現に寄与するため、条例を定めるものです。 

 

【制定の概要】 

　　町、事業者、就業者及び顧客等の責務を明らかにするとともに、カスタマーハラスメ 

ントの防止に関する基本的な事項を定める。 

 

【施行期日】 

　　令和８年１０月１日 
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　　○大子町営駐車場設置及び管理に関する条例の一部を改正する条 

　　　例 

 

【改正の理由】 

　　本年１０月１０日にオープンする道の駅奥久慈だいごＷＥＳＴや秋の行楽シーズンに

あわせ、大子町中心市街地内における駐車場不足の対策として、旧だいご保育園跡地に

整備した駐車場を町営駐車場として新たに追加し設置及び管理を行うため、条例の一部

を改正するものです。 

 

【改正の概要】 

　１　追加する駐車場 

　　　名称　後山駐車場 

　　　位置　大子町大字大子５５４番地２ 

 

【施行期日】 

　　令和８年１０月１日 

　　（新旧対照条文参照） 
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大子町営駐車場設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例　新旧対照条文　（下線部分は、改正部分） 

○大子町営駐車場設置及び管理に関する条例（昭和４５年大子町条例第２５号） 
 改　　正　　案 現　　　　　行
 　（設置） 

第２条　（略） 

２　駐車場の名称及び位置は、次表のとおりとする。 

 

　（駐車料金） 

第５条　駐車場を利用する者（以下「利用者」という。）は、駐車料金（以下「料金」と

いう。）を納付しなければならない。ただし、袋田第一駐車場、袋田第二駐車場、八溝

山駐車場、奥久慈渓谷駐車場及び後山駐車場については、無料とする。 

２　（略） 

　（設置） 

第２条　（略） 

２　駐車場の名称及び位置は，次表のとおりとする。 

 
 
 

　（駐車料金） 

第５条　駐車場を利用する者（以下「利用者」という。）は，駐車料金（以下「料金」と

いう。）を納付しなければならない。ただし，袋田第一駐車場，袋田第二駐車場，八溝

山駐車場及び奥久慈渓谷駐車場　　　　　　については，無料とする。 

２　（略） 

 
名称 位置

 
袋田第一駐車場 大子町大字袋田５８６番地７

 
袋田第二駐車場 大子町大字袋田６２５番地２

 
大子駅前駐車場 大子町大字大子７１９番地９

 
八溝山駐車場 大子町大字上野宮１５３２番地１

 
奥久慈渓谷駐車場 大子町大字袋田３６８３番地１

 
後山駐車場 大子町大字大子５５４番地２

 
名称 位置

 
袋田第一駐車場 大子町大字袋田５８６番地７

 
袋田第二駐車場 大子町大字袋田６２５番地２

 
大子駅前駐車場 大子町大字大子７１９番地９

 
八溝山駐車場 大子町大字上野宮１５３２番地１

 
奥久慈渓谷駐車場 大子町大字袋田３６８３番地１
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　　○大子町防災対応型観光交流施設の設置及び管理に関する条例の 

一部を改正する条例 

 

【改正の理由】 

　　防災対応型観光交流施設の設備を新たに追加することで、多様な使用による利用促進

及び交流人口の拡大を図るため、条例の一部を改正するものです。 

 

【改正の概要】 

　１　追加する設備等 

（1）テラス 

（2）足湯 

（3）事務所（貸出しはしないが、設備等として規定するもの） 

２　追加する設備等の使用料 

　　（1）テラス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 

　　　注１　「その他の時間帯」とは、午後８時から翌日の午前９時までをいう。 

注２　入場料、会費その他これらに類する料金を徴収する場合又は営利を目的とし 

て設備等を利用する場合 

注３　利用時間が区分①、区分②、区分③、全日又はその他の時間帯の時間に満た 

ない場合の使用料は、当該区分①、区分②、区分③、全日又はその他の時間帯 

の使用料の額とする。 

 利用時間帯 

 

 

区分

区分① 区分② 区分③ 全日 その他の時

間帯（１時間

当たり）（注

１）

 
（午前９時

～午後１時）

（午後１時

～午後５時）

（午後５時

～午後８時）

（午前９時

～午後８時）

 入場料等を徴

収しない場合
２，４００ ２，４００ １，８００ ６，６００ ８００

 入場料等を徴

収 す る 場 合

（注２）

４，０００ ４，０００ ３，０００ １１，０００ １，２００
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　　（2）足湯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 

 

【施行期日】 

　　令和８年１０月１０日 

　　（新旧対照条文参照） 

 区分 利用時間 使用料の額

 占有する場合 １時間当たり ３０，０００

- 7 -



大子町防災対応型観光交流施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例　新旧対照条文　（下線部分は、改正部分） 

○大子町防災対応型観光交流施設の設置及び管理に関する条例（令和８年大子町条例第１号） 
 改　　正　　案 現　　　　　行
 　（構成） 

第３条　施設は、次に掲げる設備等をもって構成する。 

(1) インフォメーションセンター 

(2) 飲食テナントスペース 

(3) 物販テナントスペース 

(4) 事務所 

(5) ＦＭ放送局 

(6) 多目的室 

(7) クライミングピナクル 

(8) 芝生広場 

(9) テラス 

(10) 足湯 

(11) 全天候型イベント広場 

(12) 管理棟 

(13) トイレ棟 

(14) 駐車場 

(15) スケボー広場 

(16) 遊具広場 

(17) 附帯設備 

　（使用料） 

第１３条　利用者は、別表に定める使用料（以下「使用料」という。）を納付しなければ

ならない。ただし、多目的室、テラス及び足湯を占有しないで使用する場合はこの限り

でない。 

２　（略） 

 

別表（第１３条関係） 

　　施設等の使用料 

１　多目的室 

　（略） 

 

　（構成） 

第３条　施設は、次に掲げる設備等をもって構成する。 

(1) インフォメーションセンター 

(2) 飲食テナントスペース 

(3) 物販テナントスペース 

(4) FM放送局 

(5) 多目的室 

(6) クライミングピナクル 

(7) 芝生広場 

(8) 全天候型イベント広場 

(9) 管理棟・控室棟・リハーサル室棟 

(10) トイレ棟 

(11) 駐車場 

(12) スケボー広場 

(13) 遊具広場 

(14) 附帯設備 

 

 

 

　（使用料） 

第１３条　利用者は、別表に定める使用料（以下「使用料」という。）を納付しなければ

ならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　 

２　（略） 

 

別表（第１３条関係） 

　　施設等の使用料 

１　多目的室 

　（略） 
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 ２　テラス 

　注１　「その他の時間帯」とは、午後８時から翌日の午前９時までをいう。 

注２　入場料、会費その他これらに類する料金を徴収する場合又は営利を目的として設

備等を利用する場合 

注３　利用時間が区分①、区分②、区分③、全日又はその他の時間帯の時間に満たない

場合の使用料の額は、当該区分①、区分②、区分③、全日又はその他の時間帯の使

用料の額とする。 

 

３　飲食テナントスペース、物販テナントスペース、クライミングピナクル、芝生広場、 

足湯 

　注１　大子町行政財産使用料徴収条例（平成１４年大子町条例第２１号）に定める額と　　　 

する。 

注２　平日にあっては１，５００円、土・日曜日又は休日にあっては２，０００円とす

る。また、利用可能な範囲は、移動販売車での利用にあっては当該車両１台分の周

囲に販売・安全のために必要な離隔距離を含めた面積、その他の場合にあっては 

　　　１０㎡相当とする。 

　（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　２　飲食テナントスペース、物販テナントスペース、クライミングピナクル、芝生広場 

 

　注１　大子町行政財産使用料徴収条例（平成１４年大子町条例第２１号）に定める額と　　　 

する。 

注２　平日にあっては１，５００円、土・日曜日又は休日にあっては２，０００円とす

る。また、利用可能な範囲は、移動販売車での利用にあっては当該車両１台分の周

囲に販売・安全のために必要な離隔距離を含めた面積、その他の場合にあっては 

１０㎡相当とする。 

 

 利用時間帯 

 

 

区分

区分① 区分② 区分③ 全日 その他の時

間帯（１時

間当たり）

（注１）

 （午前９時

～午後１

時）

（午後１時

～午後５

時）

（午後５時

～午後８

時）

（午前９時

～午後８

時）

 入場料等を

徴収しない

場合

２，４００ ２，４００ １，８００ ６，６００ ８００

 入場料等を

徴収する場

合（注２）

４，０００ ４，０００ ３，０００
１１，００

０
１，２００

 設備の名称
利用時間 使用料の額

 飲食テナントスペース、物販

テナントスペース
（注１）

 クライミングピナクル １回当たり２０分 １，０００

 芝生広場 （注２）

 足湯 １時間当たり ３０，０００

 設備の名称
利用時間 使用料の額

 飲食テナントスペース、物販

テナントスペース
（注１）

 クライミングピナクル １回当たり２０分 １，０００

 芝生広場 （注２）
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　４　全天候型イベント広場、控室、リハーサル室 

　（略） 

 

　５　附帯設備及び備品 

　（略） 

 

 

 

　３　全天候型イベント広場、控室、リハーサル室 

　（略） 

 

　４　附帯設備及び備品 

　（略） 
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　　○大子町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める 

条例及び大子町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基 

準を定める条例の一部を改正する条例 

 

【改正の理由】 

　　児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和８年内

閣府令第１０号）等の関係法令が施行されることに伴い、これに準拠して、小規模保育

事業所等における理学療法士等の配置に関する特例基準等を整備をするため、条例の一

部を改正するものです。 

 

【改正の概要】 

　１　理学療法士等の配置に関する特例基準の整備 

　　　少人数を対象とした保育を行う小規模保育事業所や企業の事業所が主体となる事業

所内保育事業所など小規模保育事業所等における保育士の数の算定に当たっては、理

学療法士等を１人に限り、保育士と見なすことができる特例基準を整備する。 

２　児童対象性暴力等を防止する措置等 

　　　小規模保育事業やこども誰でも通園制度などを実施する事業者は、児童対象性暴力

等を防止する措置が義務付けられることから、従事者に係る犯罪事実確認その他の必

要な措置を講じなければならない旨の規定を整備する。 

　３　その他所要の改正 

 

【施行期日】 

　　公布の日 

ただし、児童対象性暴力等を防止する措置等に係る改正については、令和８年１２ 

月２５日から施行する。 

　　（新旧対照条文参照） 

- 11 -



大子町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び大子町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

　新旧対照条文　（下線部分は、改正部分） 

○大子町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年大子町条例第２１号）　（第１条） 

 改　　正　　案 現　　　　　行

 目次 

（略） 

第５章　事業所内保育事業（第４２条―第４８条） 

第６章　雑則（第４９条） 

 

　（保育所等との連携） 

第６条　（略） 

　(1)～(3)　（略） 

２　町長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保が著し

く困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと認めると

きは、前項第一号の規定を適用しないこととすることができる。 

　(1) 家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。 

　(2) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

　　ア　家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及

び責任の所在が明確化されていること。 

　　イ　保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための

措置が講じられていること。 

３　前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第２７条に規定する小規模保育事業Ａ型若

しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において「小規模保育

事業Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連携協力を行

うものをいう。 

４　町長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著しく困

難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件のいずれかを満たすときは、第１

項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 

　(1) 家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次のア及び

イに掲げる要件を満たすと町長が認めること。 

　　ア　家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及び責

任の所在が明確化されていること。 

目次 

（略） 

第５章　事業所内保育事業（第４２条―第４８条） 

（新設）　 

 

　（保育所等との連携） 

第６条　（略） 

　(1)～(3)　（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

- 12 -



改 正 案 現 行

 　　イ　代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措置

が講じられていること。 

　(2) 町長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保の促進のために必要な

措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難であること。 

５　前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行

う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものをい

う。 

　(1) 家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次号において「事

業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供される場合　小

規模保育事業Ａ型事業者等 

　(2) 事業実施場所において代替保育が提供される場合　事業の規模等を勘案して小規模

保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市町村が認める者 

６　町長は、次のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規定を適用しないこととする

ことができる。 

　(1) 町長が、法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たって、家庭的保育事業者

等による保育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に取り扱う措置その他の家庭的

保育事業者等による保育の提供の終了に際して、利用乳幼児に係る保護者の希望に基

づき、引き続き必要な教育又は保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき 

　(2) 家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が、著

しく困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。） 

７　前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事業者等は、法第

５９条第１項に規定する施設のうち次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限

る。）であって、町長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を

行う施設又は事業所として適切に確保しなければならない。 

　(1) 子ども・子育て支援法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置

する施設（法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限る。） 

　(2) 法第６条の３第１２項及び第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設であっ

て、法第６条の３第９項第１号に規定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うこ

とに要する費用に係る地方公共団体の補助を受けているもの 

　（家庭的保育事業者等と非常災害） 

第７条　（略） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

　（家庭的保育事業者等と非常災害） 

第７条　（略） 
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改 正 案 現 行

 　（安全計画の策定等） 

第７条の２　家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、家庭的保育事業

所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事

業所外での活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活におけ

る安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等における安全に関

する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安

全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２　家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修

及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３　家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が図られる

よう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。 

４　家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変

更を行うものとする。 

　（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３　家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のための移動

その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用乳幼児の乗車及び降

車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利

用乳幼児の所在を確認しなければならない。 

２　家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業者を除く。）は、利用乳幼児の送迎を目的と

した自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより１つ後方に備えられた前

向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用

乳幼児の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常的に運行するとき

は、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え、こ

れを用いて前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければな

らない。 

　（他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第１０条　家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施設等を併せて設置するときは、その行う

保育に支障がない場合に限り、必要に応じ当該家庭的保育事業所等の設備及び職員の一

部を併せて設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねることができる。　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　（他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第１０条　家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施設等を併せて設置するときは　　　　 

　　　　　　　　　　　　　、必要に応じ当該家庭的保育事業所等の設備及び職員の一

部を併せて設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねることができる。ただし、

保育室及び各事業所に特有の設備並びに利用乳幼児の保育に直接従事する職員について

は、この限りでない。 
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改 正 案 現 行

 　（児童対象性暴力等の防止） 

第１３条　家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準用する法第２１条

の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等

事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第 

６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）

を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護するため、児

童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び

閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同

法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなければな

らない。 

　（衛生管理等） 

第１４条　家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の使用する設備、食器若しくは飲用に供する

水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２　家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等において感染症若しくは食中毒が発生し、

又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努め

なければならない。 

３～５　（略） 

　（食事の提供の特例） 

第１６条　次に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条第１項の規定にかかわら

ず、当該家庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する食事の提供について、次項に規定する

施設（以下「搬入施設」という。）において調理し家庭的保育事業所等に搬入する方法に

より行うことができる。この場合において、当該家庭的保育事業者等は、当該食事の提供

について当該方法によることとしてもなお当該家庭的保育事業所等において行うことが

必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。 

　(1) （略） 

　(2) 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市町村（特別区を含む。第２１

条第２項において同じ。）等の栄養士又は管理栄養士により、献立等について栄養の観

点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士又は管理栄養士による必要な配慮が

行われること。 

　(3)～(5)　（略） 

　（懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第１３条　家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に対し法第４７条第３項の規定により懲戒

に関しその利用乳幼児の福祉のために必要な措置を採るときは、身体的苦痛を与え、人格

を辱める等その権限を濫用してはならない。 

 

 

 

 

 

 

　（衛生管理等） 

第１４条　家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の使用する設備、食器若しくは飲用に供する

水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２　家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等において感染症若しくは食中毒が発生し、

又はまん延しないように必要な措置を講ずる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　よう努

めなければならない。 

３～５　（略） 

　（食事の提供の特例） 

第１６条　次に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条第１項の規定にかかわら

ず、当該家庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する食事の提供について、次項に規定する

施設（以下「搬入施設」という。）において調理し家庭的保育事業所等に搬入する方法に

より行うことができる。この場合において、当該家庭的保育事業者等は、当該食事の提供

について当該方法によることとしてもなお当該家庭的保育事業所等において行うことが

必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。 

　(1) （略） 

　(2) 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市町村（特別区を含む。第２１

条第２項において同じ。）等の栄養士　　　　　　　により、献立等について栄養の観

点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士　　　　　　　による必要な配慮が

行われること。 

　(3)～(5)　（略） 
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改 正 案 現 行

 ２　（略） 

　(1)～(3)　（略） 

　(4) 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業者のうち、当該家

庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適

切に遂行できる能力を有するとともに、利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康

状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与

等、利用乳幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができる者として市町

村が適当と認めるもの（家庭的保育事業者が第２２条に規定する家庭的保育事業を行

う場所（第２３条第２項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。）において家庭的保育

事業を行う場合に限る。） 

　（保育の内容） 

第２５条　家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚

生省令第６３号）第３５条に規定する内閣総理大臣が定める指針に準じ、家庭的保育事業

の特性に留意して、保育する乳幼児の心身の状況等に応じた保育を提供しなければなら

ない。 

　（職員） 

第２９条　小規模保育事業所Ａ型には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければならな

い。ただし、調理業務の全部を委託する小規模保育事業所Ａ型又は第１６条第１項の規定

により搬入施設から食事を搬入する小規模保育事業所Ａ型にあっては、調理員を置かな

いことができる。 

２　保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を加え

た数以上とする。 

　(1)～(2)　（略）  

　(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１０項第２号の規定に基づき受

け入れる場合に限る。次号において同じ。）　おおむね１５人につき１人 

　(4) 満４歳以上の児童　おおむね２５人につき１人 

３　前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務す

る保健師、看護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）を、１人に限り保育士とみ

なすことができる。 

４　第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務

する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員（学校教育法（昭和２２年法律

２　（略） 

　(1)～(3)　（略） 

　（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

　（保育の内容） 

第２５条　家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚

生省令第６３号）第３５条に規定する厚生労働大臣が定める指針に準じ、家庭的保育事業

の特性に留意して、保育する乳幼児の心身の状況等に応じた保育を提供しなければなら

ない。 

　（職員） 

第２９条　小規模保育事業所Ａ型には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければならな

い。ただし、調理業務の全部を委託する小規模保育事業所Ａ型又は第１６条第１項の規定

により搬入施設から食事を搬入する小規模保育事業所Ａ型にあっては、調理員を置かな

いことができる。 

２　保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を加え

た数以上とする。 

　(1)～(2)　（略） 

　(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１０項第２号の規定に基づき受

け入れる場合に限る。次号において同じ。）　おおむね２０人につき１人 

　(4) 満４歳以上の児童　おおむね３０人につき１人 

３　前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務す

る保健師又は看護師　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を、１人に限り保育士と

みなすことができる。 

（新設） 
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改 正 案 現 行

 第２６号）の規定による大学（短期大学を除く。）若しくは大学院において、心理学を専

修する学科、研究科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者であって、個人及び

集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者を

いう。）又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する者であって、障害児の療育の指

導を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいずれかに該当し、かつ、子育てに

関する知識及び経験を有する者（以下「特定理学療法士等」という。）を、１人に限り、

保育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たって

は、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（附則第７条又は第８条の規定により保育士とみ

なされる者を除く。次項において同じ。）による支援を受けることができる体制を確保し

なければならない。 

５　前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（前項た

だし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができる体制を

確保しなければならない。 

　（職員） 

第３１条　小規模保育事業Ｂ型を行う事業所（以下「小規模保育事業所Ｂ型」という。）に

は、保育士その他保育に従事する職員として町長が行う研修（町長が指定する都道府県知

事その他の機関が行う研修を含む。）を修了した者（次項において「保育従事者」という。）、

嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する小規模保

育事業所Ｂ型又は第１６条第１項の規定により搬入施設から食事を搬入する小規模保育

事業所Ｂ型にあっては、調理員を置かないことができる。 

２　保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児の区分に応じ、当該各号に定める数の合計

数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。 

　(1)～(2)　（略） 

　(3)　満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１０項第２号の規定に基づき受

け入れる場合に限る。次号において同じ。）　おおむね１５人につき１人 

　(4)　満４歳以上の児童　おおむね２５人につき１人 

３　前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤務す

る看護師等　　　　を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

４　第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤務

する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

　（職員） 

第３１条　小規模保育事業Ｂ型を行う事業所（以下「小規模保育事業所Ｂ型」という。）に

は、保育士その他保育に従事する職員として町長が行う研修（町長が指定する都道府県知

事その他の機関が行う研修を含む。）を修了した者（次項において「保育従事者」という。）、

嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する小規模保

育事業所Ｂ型又は第１６条第１項の規定により搬入施設から食事を搬入する小規模保育

事業所Ｂ型にあっては、調理員を置かないことができる。 

２　保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児の区分に応じ、当該各号に定める数の合計

数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。 

　(1)～(2)　（略） 

　(3)　満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１０項第２号の規定に基づき受

け入れる場合に限る。次号において同じ。）　おおむね２０人につき１人 

　(4)　満４歳以上の児童　おおむね３０人につき１人 

３　前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤務す

る保健師又は看護師を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

（新設） 

 

- 17 -



改 正 案 現 行

 理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士による支

援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５　前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士（前項た

だし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができる体制を

確保しなければならない。 

　（保育所型事業所内保育事業所の職員） 

第４４条　保育所型事業所内保育事業所には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければな

らない。ただし、調理業務の全部を委託する保育所型事業所内保育事業所又は第１６条第

１項の規定により搬入施設から食事を搬入する保育所型事業所内保育事業所にあって

は、調理員を置かないことができる。 

２　保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数以上とす

る。ただし、保育所型事業所内保育事業所一につき２人を下回ることはできない。 

　(1)～(2) （略） 

　(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１２項第２号の規定に基づき受

け入れる場合に限る。次号において同じ。）　おおむね１５人につき１人 

　(4) 満４歳以上の児童　おおむね２５人につき１人 

３　前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保育事業所に

勤務する看護師等　　　　を１人に限り、保育士とみなすことができる。 

４　第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保育事業所

に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当

該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該保育所型事業所内保育事業所の保

育士（附則第７条又は第８条の規定により保育士とみなされる者を除く。次項において同

じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５　前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型事業所内保育事業所の保育士

（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができ

る体制を確保しなければならない。 

　（小規模型事業所内保育事業所の職員） 

第４７条　事業所内保育事業（利用定員が１９人以下のものに限る。次条において「小規模

型事業所内保育事業」という。）を行う事業所（以下この条において「小規模型事業所内

 

 

（新設） 

 

 

 

　（保育所型事業所内保育事業所の職員） 

第４４条　保育所型事業所内保育事業所には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければな

らない。ただし、調理業務の全部を委託する保育所型事業所内保育事業所又は第１６条第

１項の規定により搬入施設から食事を搬入する保育所型事業所内保育事業所にあって

は、調理員を置かないことができる。 

２　保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数以上とす

る。ただし、保育所型事業所内保育事業所一につき２人を下回ることはできない。 

　(1)～(2) （略） 

　(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１２項第２号の規定に基づき受

け入れる場合に限る。次号において同じ。）　おおむね２０人につき１人 

　(4) 満４歳以上の児童　おおむね３０人につき１人 

３　前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保育事業所に

勤務する保健師又は看護師を１人に限り、保育士とみなすことができる。 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

　（小規模型事業所内保育事業所の職員） 

第４７条　事業所内保育事業（利用定員が１９人以下のものに限る。次条において「小規模

型事業所内保育事業」という。）を行う事業所（以下この条において「小規模型事業所内
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改 正 案 現 行

 保育事業所」という。）には、保育士その他保育に従事する職員として町長が行う研修（町

長が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含む。）を修了した者（次項におい

て「保育従事者」という。）、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理

業務の全部を委託する小規模型事業所内保育事業所又は第１６条第１項の規定により搬

入施設から食事を搬入する小規模型事業所内保育事業所にあっては、調理員を置かない

ことができる。 

２　保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を

加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。 

　(1)～(2) （略） 

　(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１２項第２号の規定に基づき受

け入れる場合に限る。次号において同じ。）　おおむね１５人につき１人 

　(4) 満４歳以上の児童　おおむね２５人につき１人 

３　前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所内保育事業所に

勤務する看護師等　　　　を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

４　第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所内保育事業所

に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当

該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模型事業所内保育事業所の保

育士による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５　前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模型事業所内保育事業所の保育士

（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができ

る体制を確保しなければならない。 

　（準用） 

第４８条　（略） 

　（電磁的記録） 

第４９条　家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本そ

の他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の

有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定される

ものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

保育事業所」という。）には、保育士その他保育に従事する職員として町長が行う研修（町

長が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含む。）を修了した者（次項におい

て「保育従事者」という。）、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理

業務の全部を委託する小規模型事業所内保育事業所又は第１６条第１項の規定により搬

入施設から食事を搬入する小規模型事業所内保育事業所にあっては、調理員を置かない

ことができる。 

２　保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を

加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。 

　(1)～(2) （略） 

　(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１２項第２号の規定に基づき受

け入れる場合に限る。次号において同じ。）　おおむね２０人につき１人 

　(4) 満４歳以上の児童　おおむね３０人につき１人 

３　前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所内保育事業所に

勤務する保健師又は看護師を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

　（準用） 

第４８条　（略） 
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改 正 案 現 行

 算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

　　　附　則 

第９条　前２条の規定を適用するときは、保育士（第２９条第３項若しくは第４項、第４４

条第３項若しくは第４項　　　　　　　　　　　　又は前２条の規定により保育士とみ

なされる者を除く。）を、前２条の規定の適用がないものとした場合の第２９条第２項又

は第４４条第２項により算定される保育士の数　　　　　　の３分の２以上、置かなけ

ればならない。 

 

　　　附　則 

第９条　前２条の規定を適用するときは、保育士（法第１８条の１８第１項の登録を受けた

者をいい、第２９条第３項若しくは第４４条第３項又は前２条の規定により保育士とみ

なされる者を除く。）を、保育士の数（前２条の規定の適用がないとした場合の第２９条

第２項又は第４４条第２項により算定されるものをいう。）の３分の２以上、置かなけれ

ばならない。
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○大子町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和７年大子町条例第２１号）（第２条） 

 

 改　　正　　案 現　　　　　行

 （虐待等の禁止） 

第１４条　（略） 

　（児童対象性暴力等の防止） 

第１４条の２　乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項において準用する法第

２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育

保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法

律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同

じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護するた

め、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続

性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確

認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

（虐待等の禁止） 

第１４条　（略） 

（新設） 
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　○令和８年度大子町一般会計補正予算（第３号） 【主な歳出】

（歳入歳出予算の補正） （単位：千円）

国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

職員給与費等 △ 9,731 △ 9,731

給料 △ 12,447

職員手当 △ 1,730

共済費 4,446

現計額 1,989,413 4,040 33,643 40,940 1,910,790

補正額 △ 9,731 0 0 0 △ 9,731

補正後 1,979,682 4,040 33,643 40,940 1,901,059

空き家情報サイト構築業務委託料 495 495

現計額 0 0

補正額 495 495

補正後 495 495

常陸大子駅構内トイレ管理業務委託料 409 409

現計額 0 0

補正額 409 409

補正後 409 409

新聞掲載料（広告料） 1,485 1,485

現計額 0 0

補正額 1,485 1,485

補正後 1,485 1,485

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

4 道の駅奥久慈だいごWESTのオープンに向け、当該
施設を県内に広くPRするため、茨城新聞に特集記
事を掲載するもの。
○道の駅奥久慈だいごWEST完成特集(仮)
　H511mm×W378mm×2ﾍﾟｰｼﾞ(ｶﾗｰ)

1 定期人事異動に伴い職員給与費等を組替えるも
の。
○主な減額理由　職員数の減(224人 → 220人)

2 空き家バンクと空き店舗バンクのホームページを
統合し、利用者の利便性向上を図るもの。
また、両サイトの統合と合わせて、より効果的な
情報発信の観点から、デザインをリニューアルす
るもの。
○ﾍﾟｰｼﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ、Webﾍﾟｰｼﾞ作成　277千円
　管理ｼｽﾃﾑ導入、既存CMS改修　158千円
　その他(企画、ﾏﾆｭｱﾙ作成等)　 60千円

3 常陸大子駅構内のトイレについては、水郡線利用
者向けに設置されたものであり、現在、東日本旅
客鉄道㈱が管理している。R8年10月に駅構内空き
店舗に観光案内所を設置することに伴い、今後
は、水郡線を利用しない観光客や観光協会職員の
利用が増加することから、トイレの日常的な管理
の部分のみ町に移管されることとなったため、必
要な費用を計上するもの。
○@68,100/月×6か月＝409千円
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国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

道の駅オープン記念イベントチラシ配布 1,505 1,505

役務費 635

委託料 870

現計額 0 0

補正額 1,505 1,505

補正後 1,505 1,505

防犯カメラ修繕料 757 757

現計額 261 261

補正額 757 757

補正後 1,018 1,018

投票所空調設備設置工事（修繕料） 3,104 3,103 1
（選挙委託金）

現計額 0 0 0

補正額 3,104 3,103 1

補正後 3,104 3,103 1

6 町が設置した防犯カメラ（全19台中10台）につい
て、R8年7月に実施した点検の結果、映像が不鮮
明である等の不具合が生じていることが判明した
ため、修繕するもの。
○本体一式修繕　@374,000×1台=374千円
○保護ｶﾊﾞｰ交換　 @63,800×6台=383千円

5 道の駅奥久慈だいごWESTのオープニングイベント
（10/10～10/12）に県内外から多くの来場者を呼
び込むため、新聞折込により周知を図るもの。
○ﾁﾗｼ印刷(A3両面)
　　　　　  @6.93×125,500部=870千円
○新聞折込
　　茨城県　@4.95× 53,250部=264千円
　　栃木県　@4.95× 61,750部=306千円
　　福島県　@5.17×  6,200部= 32千円
　　引取料　　　　　　　　 　 33千円

7 【茨城県議会議員一般選挙関連】
投票所として利用する地区集会所のうち4か所に
ついて、空調設備を設置するもの。
○内大野集会所　　　791千円
　高柴集会所　　　　849千円
　上野宮下組集会所　795千円
　初原集会所　　　　669千円
　※各集会所に20～25畳用を2台ずつ設置
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国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

国・県支出金等返還金（償還金） 1,745 1,745

（社会福祉総務費）

現計額 1 1

補正額 1,745 1,745

補正後 1,746 1,746

国・県支出金等返還金（償還金） 1,653 1,653

（高齢者福祉対策費）

現計額 0 0

補正額 1,653 1,653

補正後 1,653 1,653

8 R7年度決算額の確定に伴い、国からR7年度中に概
算交付を受けた障害者自立支援給付費国庫負担金
等の精算をした結果、一部を返還する必要が生じ
たため補正するもの。
○障害者自立支援給付費国庫負担金
　　事業費　　　514,437千円(A)
　　交付確定額　257,218千円(B)=(A)×1/2
　　受入済額　　258,000千円(C)
　　返還額　　　　　782千円(D)=(C)-(B)
○障害者医療費国庫負担金
　　事業費　　 　11,573千円(A)
　　交付確定額　　5,787千円(B)=(A)×1/2
　　受入済額　　　6,750千円(C)
　　返還額　　　　　963千円(D)=(C)-(B)
○返還が生じた主な理由
　ｻｰﾋﾞｽ利用者の介護保険施設への移行等

9 R7年度決算額の確定に伴い、国及び県からR7年度
中に概算交付を受けた低所得者保険料軽減負担金
の精算をした結果、一部を返還する必要が生じた
ため補正するもの。
○低所得者保険料軽減
　低所得者に係る介護保険料軽減分を公費(国・
県・町)で負担するもの。
○国分
　　軽減額　　　 26,412千円(A)
　　交付確定額　 13,206千円(B)=(A)×1/2
　　受入済額　 　14,308千円(C)
　　返還額　　　　1,102千円(D)=(C)-(B)
○県分
　　軽減額　　 　26,412千円(A)
　　交付確定額　　6,603千円(B)=(A)×1/4
　　受入済額　　　7,154千円(C)
　　返還額　　　　　551千円(D)=(C)-(B)
○返還が生じた主な理由
　軽減対象被保険者数の減少(△7.4%)
○軽減対象被保険者数　2,530人(全体の35.3%)
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国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

後期高齢者医療広域連合市町村負担金 4,754 4,754

現計額 248,989 248,989

補正額 4,754 4,754

補正後 253,743 253,743

新生児すくすく祝金 4,600 4,600 0

現計額 4,600 0 4,600

補正額 4,600 4,600 0

補正後 9,200 4,600 4,600

10 広域連合に支払う療養給付費負担金について、R8
年度分の概算額が決定したため、補正するもの。
○療養給付費負担金
　後期高齢者医療の療養給付費に係る公費負担分
(1/2)のうち町が負担する分(1/6)→療養給付費の
1/12
○実績
　R8　253,743千円(見込み)
　R7　254,765千円(見込み)
　R6　232,504千円

11 出生を祝福し、また、出産時の経済的支援のため
に現金を支給するもので、今般、県が過疎地域の
市町村が実施する当該事業に対して同額の上乗せ
補助をすることとなったため、予算を増額するも
の。
○県補助金上乗せ前
　　第1子　　　10万円×18人=1,800千円
　　第2子　　　20万円× 8人=1,600千円
　　第3子以降　30万円× 4人=1,200千円
　県補助金上乗せ後
　　第1子　　　20万円×18人=3,600千円
　　第2子　　　40万円× 8人=3,200千円
　　第3子以降　60万円× 4人=2,400千円
○実績
　R8　30人　9,200千円(見込み)
　R7　29人　4,500千円
　R6　30人　5,300千円
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国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

国・県支出金等返還金（償還金） 2,303 2,303

（児童福祉総務費）

現計額 1 1

補正額 2,303 2,303

補正後 2,304 2,304

国・県支出金等返還金（償還金） 1,832 1,832

（母子衛生費）

現計額 1 1

補正額 1,832 1,832

補正後 1,833 1,833

12 R7年度決算額の確定に伴い、国からR7年度中に概
算交付を受けた各種交付金の精算をした結果、一
部を返還する必要が生じたため補正するもの。
○子ども・子育て支援交付金
　　補助基本額　 35,730千円(A)
　　交付確定額　 13,140千円(B)=(A)×補助率
　　受入済額　 　15,085千円(C)
　　返還額　　　　1,945千円(D)=(C)-(B)
　　※補助率は原則1/3
○子育てのための施設等利用給付交付金
　　補助基本額　 　　 0千円(A)
　　交付確定額　 　　 0千円(B)=(A)×1/2
　　受入済額　 　　 177千円(C)
　　返還額　　　　　177千円(D)=(C)-(B)
○物価高対応子育て応援手当事務費
　　支出済額　 　 1,044千円(A)
　　交付確定額　  1,044千円(B)=(A)×10/10
　　受入済額　 　 1,219千円(C)
　　返還額　　　　　175千円(D)=(C)-(B)
○児童手当等交付金　　6千円

13 R7年度決算額の確定に伴い、国からR7年度中に概
算交付を受けた未熟児養育医療費等国庫負担金の
精算をした結果、一部を返還する必要が生じたた
め補正するもの。
○未熟児養育医療費等国庫負担金
　　支出済額　 　 2,847千円(A)
　　交付確定額　  1,423千円(B)=(A)×1/2
　　受入済額　 　 3,255千円(C)
　　返還額　　　　1,832千円(D)=(C)-(B)
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国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

看板作成業務（需用費） 104 104

現計額 0 0

補正額 104 104

補正後 104 104

ゼロカーボン推進事業補助金 600 600

現計額 2,350 350 2,000

補正額 600 0 600

補正後 2,950 350 2,600

果汁化施設運営人材育成業務委託料 499 499

現計額 0 0

補正額 499 499

補正後 499 499

16 果汁化施設の運営委託先については、6月に公募
し、7月に町振興公社に決定した。R10年1月の稼
働に向けて、振興公社職員が加工技術や経営ノウ
ハウ等を習得するための一環として、先進加工場
へ延べ8日間（2人）派遣するための費用を計上す
るもの。
○派遣先　長野県飯綱町、栃木県益子町

14 R元年10月からR3年2月頃にかけて大子町を含む県
北地域等で廃プラスチック類が不法投棄される事
案があり、今年6月、県による当該廃棄物の撤去
作業が概ね完了したことから、再発防止のため、
町のポイ捨て等防止条例（R7年4月施行）に基づ
き看板を設置するもの。
○不法投棄があった場所
　ｱｯﾌﾟﾙﾗｲﾝ(近町-栃原間)
○ｻｲｽﾞ　H=40cm、W=60cm
○@10,368×10枚=104千円
○言語　英語・中国語併記

15 CO2削減に向け家庭用の太陽光発電システム等の

購入費の一部を補助するもので、当初の想定より
も申請件数が増える見込み（普通電気自動車5台
→8台）であることから、補正するもの。
○対象　太陽光発電ｼｽﾃﾑ、蓄電池、充電設備、
　　　　電気自動車
○補助率　1/2(上限5～20万円)
○実績
　R8　15件　2,950千円(見込み)
　R7　16件　2,031千円
　R6　 8件　1,050千円
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国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

土地改良事業費補助金 1,432 1,432

現計額 2,292 2,292

補正額 1,432 1,432

補正後 3,724 3,724

中山間地域農業基盤整備促進事業費補助金 411 302 109

現計額 5,581 4,104 1,477

補正額 411 302 109

補正後 5,992 4,406 1,586

町道等管理作業報奨金（林道分） 125 125 0
（繰入金）

現計額 460 460 0

補正額 125 125 0

補正後 585 585 0

町道等管理作業報奨金（町道分） 680 680

現計額 4,000 4,000

補正額 680 680

補正後 4,680 4,680

18 水田に排水等を整備し畑地化する際に係る費用を
県と町が補助するもので、今般、資材費や人件費
の高騰により、当初の見込みよりも事業費が約7%
増加する見込みであるため、補正するもの。
○負担割合　県62.5：町22.5：受益者15.0
○地区　高柴(果樹園)

19 林道の維持管理を行う団体に対して1m当たり50円
の報奨金を支払うもので、当初の想定を上回る申
請が見込まれることから増額するもの。
○実績
　R8　7件　585千円(見込み)
　R7　4件　360千円
　R6　4件　320千円

20 町道の維持管理を行う団体に対して1m当たり50円
の報奨金を支払うもので、当初の想定を上回る申
請が見込まれることから増額するもの。
○実績
　R8　43件　4,680千円(見込み)
　R7　38件　3,885千円
　R6　32件　3,665千円

17 小規模な用水路整備等に対する補助金で、当初の
見込みを上回る要望があったことから、補正する
もの。
○負担割合　町60：受益者40
○実績
　R8　5件　3,724千円(見込み)
　R7　6件　2,207千円
　R6　3件　3,300千円
○地区
　大内野給水組合、上岡土地改良区(4か所)
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国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

身近なみどり整備推進事業委託料 2,098 2,098 0
（繰入金）

現計額 2,500 2,500 0

補正額 2,098 2,098 0

補正後 4,598 4,598 0

インフラ等周辺森林整備事業補助金 2,115 2,115 0
（繰入金）

現計額 2,100 2,100 0

補正額 2,115 2,115 0

補正後 4,215 4,215 0

デジタル式プレミアム商品券発行事業 1,600 2,000 △ 400

補助金 （地域未来）

現計額 13,000 0 13,000

補正額 1,600 2,000 △ 400

補正後 14,600 2,000 12,600

21 里山林の間伐等により森林環境を整備するもの
で、当初の見込みを上回る要望（事業費ベース）
があったことから補正するもの。
○整備予定箇所(大生瀬)
・八雲天水公園周辺　　　　　　　　0.9ha
　　植栽(ｱｼﾞｻｲ31本、ﾔﾏﾎﾞｳｼ20本)、
　　整理伐160本、作業道418m(一部砕石)等
・常陸太田大子線沿線(いちろう農園付近)
　　　　　　　　　　　　　　　　　0.2ha
　　植栽(ﾓﾐｼﾞ)20本、除伐等　
○実績
　R8　2地区  4,598千円(見込み)
　R7　2地区　1,936千円
　R6　2地区　2,420千円

22 倒木等でインフラ等に影響を及ぼす可能性がある
森林の整備に要する費用を補助するもので、当初
の見込みを上回る要望があったことから補正する
もの。
○補助率　1/2(上限30万円)
○実績
　R8　15件　4,215千円(見込み)
　R7　16件　2,610千円
　R6　 7件　1,188千円

23 商工会が実施するプレミアム商品券発行事業に対
する補助金で、当初、スマートフォンによる電子
決済のみを対象とするデジタル方式を予定してい
たが、今般、電子決済に不慣れな高齢者等向け
に、従来の紙媒体の商品券も発行することとした
ため、当該紙の商品券の発行にかかる費用を増額
するもの。
なお、本事業について、地域未来交付金（内閣
府）の採択があったことから、今般、併せて財源
を補正するもの。
○発行総額　　　　1.0億円(ﾌﾟﾚﾐｱﾑ率10%)
　　ﾃﾞｼﾞﾀﾙ媒体分　0.7億円
　　紙媒体分　　　0.3億円
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国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

フィルムコミッション業務委託料 2,200 50 2,150
（諸収入）

現計額 1,100 0 1,100

補正額 2,200 50 2,150

補正後 3,300 50 3,250

観光資源等整備工事 1,500 1,500 0
（過疎債）

現計額 3,000 0 3,000 0

補正額 1,500 1,500 0 0

補正後 4,500 1,500 3,000 0

護岸工事 5,302 3,500 1,802
（緊自債）

現計額 4,875 0 4,875

補正額 5,302 3,500 1,802

補正後 10,177 3,500 6,677

24 今年11月に予定されている注目映画（超大型怪獣
映画）の公開に合わせて、タイアップイベント等
を実施し、町内飲食店への回遊促進等を図るも
の。
○ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ　　　@ 36.7× 3,000部=110千円
　周遊MAP　　　@  8.3×20,000部=165千円
　ﾉﾍﾞﾙﾃｨ　　　 @  110× 8,000個=880千円
　ｲﾍﾞﾝﾄ開催　　　　　　　　 　　330千円
　ｽﾁｰﾙ展(作品関連写真展)等　　　660千円
　周遊MAP配付 　　　　　　　　　 55千円

25 本予算は、観光資源に係る緊急的な修繕工事や計
画的な施設整備工事等に対応するためのもので、
今般、緊急の大型工事を実施したこと等により、
現時点で予算の約9割を執行しているため、今後
の緊急工事等に備えて補正するもの。
また、実施済工事のうち森林の温泉厨房エアコン
交換工事の財源について併せて補正するもの。
○実施済工事　　　　　　　　　　 2,637千円
　　森林の温泉厨房ｴｱｺﾝ交換　　　 1,500千円
　　町営宿泊施設やみぞﾎﾞｲﾗｰ修繕　　609千円
　　道の駅奥久慈だいご自動ﾄﾞｱ修繕  528千円

26 芦野倉地内及び大生瀬地内において、護岸の崩落
等により隣接する民家や町道に影響が及ぶおそれ
があることから、補修工事等を実施するもの。
○久保田川護岸崩落対策(芦野倉)　2,354千円
　L=9.0m　ｶｺﾞﾏｯﾄ4段積
○久保田川護岸補修(芦野倉)　　　　891千円
　L=2.7m　根固め工
○生瀬川護岸補修(大生瀬)　　　　1,166千円
　L=6.0m　表面保護A=24㎡
○河川護岸補修(大生瀬)　　　　　　891千円
　L=5.0m　ﾓﾙﾀﾙ土嚢設置300袋
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国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

感震ブレーカー等設置補助金 1,500 1,000 500

現計額 0 0 0

補正額 1,500 1,000 500

補正後 1,500 1,000 500

女性消防吏員仮眠室整備事業 8,561 8,561

役務費 715

工事請負費 7,846

現計額 0 0

補正額 8,561 8,561

補正後 8,561 8,561

さはら小学校高圧ケーブル更新工事 1,768 1,700 68
（過疎債）

現計額 0 0 0

補正額 1,768 1,700 68

補正後 1,768 1,700 68

27 地震によって電気ヒーターが転倒する等の原因で
生じる電気火災を防ぐため、県の補助金を活用
し、感震ブレーカーの設置に係る費用を補助する
もの。
○補助率　1/2(上限5万円)
○@50,000×30世帯=1,500千円
○感震ﾌﾞﾚｰｶｰ
　地震の揺れを検知すると自動的にﾌﾞﾚｰｶｰを落と
して電気を遮断する機器

28 R9年度から女性消防吏員2名（救急救命士資格保
有者）が隔日勤務をするために必要となる仮眠室
等の整備を行い、救急業務への対応力強化等を図
るもの。
○地盤調査　　　　　　　　　　　130千円
　建築確認申請手数料　　　　　　715千円
　ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ設置工事(15.44㎡) 　　5,401千円
　給排水工事　　　　　　　　　1,430千円
　電気工事
　　電源及びｽﾋﾟｰｶｰ配線　　　　　124千円
　　電話機設置　　　　　　　　　176千円
　　防犯ｶﾒﾗ設置(3台)　　　　　　585千円

29 さはら小において、引込線の漏電が原因で停電が
発生したため、当該引込線を交換したもの。な
お、緊急対応が必要であったことから、一時的に
既存予算で対応したため、今回、補正するもの。
○停電期間　5/11～5/30(20日間)
○引込線　L=80m
　※配電線からキュービクル(変圧器)まで
○材料費(高圧ｹｰﾌﾞﾙ等)　860千円
　労務費　　　　　　　 385千円
　耐圧試験費　　　　　 132千円
　諸経費等　　　　　　 391千円
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国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

埋蔵文化財調査業務委託料 185 185

現計額 0 0

補正額 185 185

補正後 185 185

減債基金積立金 59,103 59,103

現計額 3,000 3,000

補正額 59,103 59,103

補正後 62,103 62,103

文化振興基金積立金 741 741

現計額 636 636

補正額 741 741

補正後 1,377 1,377

31 R8年度の普通交付税で算定された「臨時財政対策
債償還基金費」相当額を、後年度の臨時財政対策
債の償還のため、基金に積み立てるもの。
○減債基金残高(R8年度末見込み)
　1,192,123千円

30 南田気字橋元（衛生センター付近）の埋蔵文化財
包蔵地内において、近く、民間事業者による太陽
光発電設備等設置工事が予定されていることか
ら、文化財保護法に基づく試掘調査を実施するも
の。
○試掘調査　埋蔵文化財の有無の把握、その範
囲、内容等を把握するために部分的に掘る調査
○重機(ﾊﾞｯｸﾎｳ)　　　 　　50千円(A)
　人件費　　　　　 　　　28千円(B)
　諸経費　　　　　　　 　15千円(C)
　｛(A)+(B)+(C)｝×2回≒185千円

32 R7年度に町が歳入したふるさと大子応援寄附金の
うち、寄附者が「健やかな心身をはぐくむ、ス
ポーツ及び文化活動の向上に関する事業」の財源
とすることを希望したものについては、大子町文
化振興基金条例に基づき、寄附額の一部を基金に
積み立てることとしており、今般、R7年度の寄附
額が確定したことから、補正するもの。
○R7実績(企業版ふるさと納税等は除く)
　寄附金総額　　　　　　　　 69,591千円
　　文化振興事業に対する寄附  2,754千円(A)
　　　既存事業に充当(A)×1/2= 1,377千円
　　　基金に積立 　 (A)×1/2= 1,377千円
○文化振興基金残高(R8年度末見込み)
　15,051千円
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国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

その他 6,433 0 375 △ 1,800 5,155 2,703

現計額

補正額 6,433 0 375 △ 1,800 5,155 2,703

補正後 6,433 375 △ 1,800 5,155 2,703

111,868 2,000 9,380 4,900 9,543 86,045

12,439,229 1,682,667 591,164 1,194,500 875,046 8,095,852

12,551,097 1,684,667 600,544 1,199,400 884,589 8,181,897

補　正　予　算　額

補 正 前 の 予 算 額

補 正 後 の 予 算 総 額

33 一般会計繰出金等
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（債務負担行為補正）

事　　　　　項 期　　　間 限度額 付　　　記

寄附受付サイトの運営等を委託するもので、現契約を
見直し、R9年度以降の業務に係る新たな契約をR8年度
中に締結するもの。

財源 一般財源

千円

R9年度当初から業務を開始するに当たり、R8年度中に
契約を締結するもの。

財源 県支出金、地方債、一般財源

追　加

1
ふるさと大子応援寄附金企画運
営業務

令和８年度から令和１１年度まで
ふるさと大子応援寄附金として
受領した額の6.5%に消費税及び
地方消費税相当額を加算した額

2
放課後子ども教室事業業務委託
料

令和８年度から令和９年度まで ５７,３５４
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（地方債補正）

（単位：千円）

限　度　額 利　率 限　度　額 利　率

1 過疎対策事業債 949,600 950,900

（うち変更のあったもの）

小中学校施設整備事業 0 1,700

観光施設整備事業 47,300 46,900

2 緊急防災・減災事業債 95,400 95,500

3 緊急自然災害防止対策事業債 123,400 126,900

補正後の地方債の予算額　　 １，１９９，４００千円　（交付税算入見込額　８３４，８６０千円）　69.61%

補　正　前 補　正　後

変　更

起　債　の　目　的

年３．０％以内
（ただし、利率見直し方式で借
り入れる政府資金及び地方公共
団体金融機構資金について、利
率の見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

年５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で借
り入れる政府資金及び地方公共
団体金融機構資金について、利
率の見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）
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　○令和８年度大子町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 【主な歳出】

（歳入歳出予算の補正） （単位：千円）

国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

職員給与費等 1,103 1,103

給料 △ 51

職員手当等 740

共済費 414

現計額 45,663 45,663

補正額 1,103 1,103

補正後 46,766 46,766

子どもに係る均等割保険税軽減措置 550 550 0

拡充に伴う国民健康保険システム改
（特調交付金）

修業務委託料

現計額 0 0 0

補正額 550 550 0

補正後 550 550 0

その他 306 24 0 0 230 52

現計額

補正額 306 24 0 0 230 52

補正後 306 24 230 52

1,959 24 550 0 230 1,155

2,204,058 4,950 1,655,726 0 391 542,991

2,206,017 4,974 1,656,276 0 621 544,146

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源

補　正　予　算　額

補 正 前 の 予 算 額

補 正 後 の 予 算 総 額

付　　　　　記
補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源

地方債

3 国保支払準備基金利子等

1 定期人事異動に伴い職員給与費等を組替えるも
の。

2 未就学児の国保税均等割については、子育て世
帯の負担軽減のため、5割軽減が適用されてい
る。今年5月の法改正により来年度から当該軽
減の適用対象範囲が拡充されることとなったた
め、必要なシステム改修を行うもの。
○均等割軽減対象範囲
　R4～8年度　未就学児のみ
　R9年度～ 　高校生年代まで
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　○令和８年度大子町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 【主な歳出】

（歳入歳出予算の補正） （単位：千円）

国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

職員給与費等 △ 868 △ 868

給料 △ 48

職員手当等 △ 682

共済費 △ 138

現計額 7,595 7,595

補正額 △ 868 △ 868

補正後 6,727 6,727

国・県支出金等返還金（償還金） 440 440

現計額 0 0

補正額 440 440

補正後 440 440

△ 428 0 0 0 0 △ 428

349,500 0 0 0 1,343 348,157

349,072 0 0 0 1,343 347,729

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源

補　正　予　算　額

補 正 前 の 予 算 額

補 正 後 の 予 算 総 額

付　　　　　記
補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源

地方債

1 定期人事異動に伴い職員給与費等を組替えるも
の。

2 R7年度に歳入した補助金の精算に伴い一部を返
還するもの。
○子ども・子育て支援事業費補助金
　　支出済額　 　 2,640千円(A)
　　交付確定額　  2,640千円(B)=(A)×10/10
　　受入済額　 　 3,080千円(C)
　　返還額　　　　　440千円(D)=(C)-(B)
○対象経費
　子ども・子育て支援金制度の施行(R8年4月)
に伴うｼｽﾃﾑ改修費
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　○令和８年度大子町介護保険特別会計補正予算（第２号） 【主な歳出】

（歳入歳出予算の補正） （単位：千円）

国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

職員給与費等 △ 5,881 △ 620 △ 310 △ 4,951

給料 △ 4,593

職員手当 △ 974

共済費 △ 314

現計額 84,078 12,859 6,429 64,790

補正額 △ 5,881 △ 620 △ 310 △ 4,951

補正後 78,197 12,239 6,119 59,839

介護保険法改正に伴うシステム改修業務 2,420 1,210 1,210

委託料

現計額 0 0 0

補正額 2,420 1,210 1,210

補正後 2,420 1,210 1,210

介護給付費準備基金利子 728 728 0
（財産収入）

現計額 1,855 1,855 0

補正額 728 728 0

補正後 2,583 2,583 0

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

1 定期人事異動に伴い職員給与費等を組替えるも
の。

2 介護保険法の改正に伴い必要となるシステム改
修を行うもの。
○主な内容
・介護情報基盤整備　1,980千円　※1
・負担限度額改定等　  440千円　※2
※1 ｻｰﾋﾞｽ利用者、介護事業所、医療機関、町
等の関係者が、利用者に関する情報のやり取り
を電子的方法で行うためのﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの運用に
対応するもの。
※2 施設ｻｰﾋﾞｽを利用する際の食費・居住費に
係る負担限度額の引上げ等に対応するもの。

3 介護給付費準備基金については、現在、定期預
金で運用しているところ、昨今の金利上昇に伴
い、R8年度に借換を行った定期預金の利率が当
初の想定より上振れし、基金運用収入が増加す
る見込みであることから補正するもの。
○9か月定期預金利率(実績)
　R8　年1.20%
　R7　年0.56%
　※一部は1年9か月定期で運用
○介護給付費準備基金残高(R8年度末見込み)
　519,881千円
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国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源
地方債

国・県支出金等返還金（償還金） 120,934 120,934

現計額 30,000 30,000

補正額 120,934 120,934

補正後 150,934 150,934

一般会計繰出金 4,145 4,145

現計額 1 1

補正額 4,145 4,145

補正後 4,146 4,146

122,346 590 △ 310 0 728 121,338

2,373,273 598,535 347,141 0 595,514 832,083

2,495,619 599,125 346,831 0 596,242 953,421

補　正　予　算　額

補 正 前 の 予 算 額

補 正 後 の 予 算 総 額

4 R7年度決算額の確定に伴い、国県等からR7年度
中に概算交付を受けた分の精算をした結果、返
還金に不足が生じたため増額するもの。
○介護給付費負担金(国)　 　57,132千円
　介護給付費負担金(県)　　 49,283千円
　地域支援事業交付金(国) 　 3,239千円
　地域支援事業交付金(県)　  1,545千円
　支払基金交付金(支払基金) 39,735千円
○返還金に不足が生じた主な理由
　ｻｰﾋﾞｽ利用量の減少
○保険給付費(実績)
　R7　1,960,203千円(前年度比△6.8%)
　R6　2,103,091千円

5 R7年度決算額の確定に伴い、一般会計からR7年
度中に概算で繰り入れた分の精算をした結果、
地域支援事業費に係る町負担分について返還の
必要が生じたため補正するもの。
○地域支援事業
　　事業費　 66,230千円(A)

　　確定額　　9,138千円(B)=(A)×12.5%※

　　繰入済額 13,283千円(C)
　　返還額　　4,145千円(D)=(C)-(B)
　　※包括的支援事業は19.25%
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　○令和８年度大子町介護サービス事業特別会計補正予算（第１号） 【主な歳出】

（歳入歳出予算の補正） （単位：千円）

国　庫 県　支 その他

支出金 出　金 （費目）

職員給与費等 94 94

給料 0

職員手当 30

共済費 64

現計額 10,439 2,776 7,663

補正額 94 0 94

補正後 10,533 2,776 7,757

94 0 0 0 0 94

18,200 0 0 0 9,937 8,263

18,294 0 0 0 9,937 8,357

歳　　　　　　　　　　出 歳　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源

補　正　予　算　額

補 正 前 の 予 算 額

補 正 後 の 予 算 総 額

付　　　　　記
補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額 一般財源

地方債

1 定期人事異動に伴い職員給与費等を組替えるも
の。
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　○令和８年度大子町浄化槽整備事業会計補正予算（第１号）

（地方債補正）

利　　率

補　正　前 補　正　後

特定地域生活排水処理施設事業

過疎対策事業

変　更

起　債　の　目　的 備　　考

年３．０％以内
（ただし、利率見直し方式で借り
入れる政府資金及び地方公共団体
金融機構資金について、利率の見
直しを行った後においては、当該
見直し後の利率）

年５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で借り
入れる政府資金及び地方公共団体
金融機構資金について、利率の見
直しを行った後においては、当該
見直し後の利率）

限度額、起債の方法、償還方法は変更なし
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　○令和８年度大子町水道事業会計補正予算（第３号） 【主な歳出】

（収入支出予算の補正） （単位：千円）

国　庫 県　支

支出金 出　金 (一般会計) (料金収入等)

収益的支出

原水、浄水及び給水費（職員給与費等） △ 7,188 △ 7,188

給料 △ 3,751

手当 △ 2,408

法定福利費 △ 1,029

現計額 53,621 53,621

補正額 △ 7,188 △ 7,188

補正後 46,433 46,433

受託工事費（職員給与費等） 1,875 1,875

給料 1,187

手当 434

法定福利費 254

現計額 7,521 7,521

補正額 1,875 1,875

補正後 9,396 9,396

総係費（職員給与費等） 1,082 1,082

給料 0

手当 607

法定福利費 475

現計額 23,359 23,359

補正額 1,082 1,082

補正後 24,441 24,441

支　　　　　　　　　　出 収　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源

その他
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額
地方債

1 定期人事異動に伴い職員給与費等を組替えるも
の。

2 定期人事異動に伴い職員給与費等を組替えるも
の。

3 定期人事異動に伴い職員給与費等を組替えるも
の。
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国　庫 県　支

支出金 出　金 (一般会計) (料金収入等)

支　　　　　　　　　　出 収　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源

その他
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額
地方債

その他 0 300 0 0 0 △ 300

現計額

補正額 0 300 0 0 0 △ 300

補正後 0 300 △ 300

△ 4,231 300 0 0 0 △ 4,531

544,777 0 0 0 38,001 506,776

540,546 300 0 0 38,001 502,245

補　正　予　算　額

補 正 前 の 予 算 額

補 正 後 の 予 算 総 額

4 ＜財源変更＞
茨城県上水道転換支援事業補助金（歳入）
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国　庫 県　支

支出金 出　金 (一般会計) (料金収入等)

支　　　　　　　　　　出 収　　　　　　　　　　入

特　　　定　　　財　　　源

その他
付　　　　　記

補 正 額 の う ち 主 な 項 目 金　額
地方債

生瀬地区加圧機場運転制御設備整備工事 25,400 6,350 19,000 50
（防安交）

現計額 0 0 0 0

補正額 25,400 6,350 19,000 50

補正後 25,400 6,350 19,000 50

25,400 6,350 0 19,000 0 50

174,284 2,000 0 13,000 34,082 125,202

199,684 8,350 0 32,000 34,082 125,252

資本的支出

補　正　予　算　額

補 正 前 の 予 算 額

補 正 後 の 予 算 総 額

5 生瀬浄水場については、S52年の運用開始以
来、各送水機場を町所有の埋設ケーブル（約
3.4km）で繋ぎ、運転制御を行っているが、老
朽化により不特定箇所が断線していることか
ら、今般、国の交付金を活用し、民間の光回線
を使用したテレメーターシステムに更新するも
の。
○調査・設計費　 　3,077千円
　機器・材料費　  13,778千円
　労務費等　　　　 3,031千円
　共通仮設費　　　 　961千円
　現場管理費等　　 3,348千円
　一般管理費等　　 1,205千円
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（地方債補正）

（単位：千円）

限　度　額 利　率 限　度　額 利　率

13,000 32,000

補　正　前 補　正　後

上水道事業

変　更

起　債　の　目　的

年３．０％以内
（ただし、利率見直し方式で借
り入れる政府資金及び地方公共
団体金融機構資金について、利
率の見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

年５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で借
り入れる政府資金及び地方公共
団体金融機構資金について、利
率の見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）
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